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総　説
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意思決定支援に関する国内外研究の動向と課題

波﨑　由美子※1，佐々木　綾子※2

看護学領域　育成期看護学・助産学

Present Status and Problems on Provision of Information and Decision-Making Support for 
Fertility Preservation in Young Female Patients with Breast Cancer

NAMIZAKI, Yumiko※1, SASAKI, Ayako※2 

Department of Maternal and Child Health Nursing, Midwifery, 
Division of Nursing, Faculty of Medical Sciences, University of Fukui

要旨
　本研究の目的は，乳がん医療と生殖医療に携わる医師および看護師による若年女性乳がん患者の妊孕性温存への情
報提供・意思決定支援に関する現状と課題を関連文献レビューにより明らかにし，当該患者への適切な看護支援を考
察することである。医学中央雑誌Web版，PubMed，CINAHLを用い，医師および看護師による若年女性乳がん患者へ
の妊孕性温存の情報提供および意思決定支援に関する16文献を抽出し，分析対象とした。これらの文献レビューにより，
妊孕性温存に関する情報提供はすべての当該患者には行われておらず，当該患者の意思決定支援には乳がん医療と生
殖医療に携わる医師および看護師の連携を構築することが課題であることが示された。また，看護師は当該患者に対
して，乳がん治療と妊孕性温存治療に関する情報を提示する，それらの情報についての理解度と意思を確認する，理
解を促すなど患者に寄り添った支援を行っていたが，乳がん治療の開始までに当該患者本人が納得できるライフプラ
ンを選択できるよう支援することの難しさおよび限界を認識する中で , 当該患者に不確かなライフプラン形成を支援し
ているのが実情であった。したがって，看護師による若年女性乳がん患者へのより良い意思決定支援のためには，診
療科を超えたチームとしての連携・協働とともに意思決定支援教材の開発と評価が必要であり，パートナーや家族を
含めた意思決定支援への取り組みの重要性が示唆された。

キーワード：若年女性乳がん患者，妊孕性温存，情報提供，意思決定支援，文献レビュー

Abstract:
　The objective of the present study is to discuss plausible nursing support procedure to young female patients with breast cancer 
according to the present status and problems on the provision of information and decision-making support for the patients, which 
has been defined by review of the relevant literature. Sixteen articles regarding provision of information and decision-making 
support for fertility preservation were selected from Web version of the Central Journal of Medicine, PubMed and CINAHL as 
the relevant literature. As a result, it was indicated that the information regarding cancer treatment and fertility preservation was 
not provided to all the patients and mismatched collaboration between oncology and reproductive health specialists should be 
concerned. Although oncology and reproductive medicine nurses supported the patients by providing the information about breast 
cancer treatment and fertility preservation, confirming their intelligibility and inclination, and encouraging their understanding, it 
was the actual situation that the nurses provided uncertain decision of life plans for the patients with recognizing the difficulties 
and limitations of supporting to the patients in making acceptable choices before initiating breast cancer treatment. It was 
suggested that in order to achieve better decision-making supports for the patients, further inter-departmental cooperation of 
oncology and reproductive health nurses and development and evaluation of materials for the support would be needed, and 
decision-making support including patient’s partners and family would be also important.

Keywords: young female patients with breast cancer, fertility preservation, information provision, decision making, literature review

※1 大阪医科薬科大学大学院看護学研究科　博士後期課程
 Doctoral Program, Graduate School of Nursing, Osaka Medical and Pharmaceutical University
※2 大阪医科薬科大学　看護学部
 Faculty of Nursing, Osaka Medical and Pharmaceutical University
 （Received 14 September, 2021 ; accepted 19 January, 2022）



波﨑　由美子，佐々木　綾子

― 2 ―

Ⅰ．緒言
　近年，がん治療の進歩による生存率の上昇とともに，

生殖医療技術の進歩，普及が相まって，生殖可能年齢

にある女性のがん治療後の妊孕性の保持に対する支援

が推奨されている。

　わが国の生殖可能年齢にある女性に最も罹患が多

いのが乳がんであり，30歳代から罹患率が増加する 1）

が，第1子平均出産年齢は30.7歳 2）であり，女性が結

婚，妊娠，出産し親になっていく時期と乳がん罹患・

治療の時期が重なる。乳がん治療では化学療法による

卵巣機能低下があり，年齢が高いほど無月経率が高ま

る。また，5～ 10年の内分泌療法中は胎児の催奇性

により避妊が必要となる。内分泌療法自体に卵巣毒性

はないが，女性は35歳を境に妊孕性の低下が加速し，

治療終了時には年齢的に自然妊娠が困難となる場合が

ある。そこで，がん治療開始前に，卵巣機能低下や喪

失，治療後の卵巣機能回復の可能性を検討し，必要時，

妊孕性温存治療を受けることができるよう支援するこ

とが重要となる。温存治療にかけられる時間は，乳が

んの場合，最大で8～ 12週程度と言われており，が

ん治療開始が遅れることがあってはならない。

　若年女性乳がん患者は，がんの告知と同時に妊孕性

喪失の可能性の告知という，二重の大きな危機に対処

しなければならず，その苦悩は大きい 3）。一方で，表

出されなくても潜在的な妊孕性へのニーズと関心があ

り，がん治療開始前の妊孕性に関する情報提供と相談

の機会を求めている 4-7）。また，がん治療開始前の妊孕

性に関する情報提供と相談の機会が，がん患者のQOL

を改善することが明らかになっている 8）。以上のことか

ら，がん医療と生殖医療に携わる医師や看護師の的確

かつ迅速な診療科連携による，情報と相談の機会提供

を通じた患者の意思決定への支援が必要と考えられる。

しかしながら，厚生労働省の報告では，意思決定に必

要な妊孕性保持に関する情報が提供された40歳未満の

がん患者の割合は38.0％と低い現状にあり9），その改

善と意思決定支援方法の確立が喫緊の課題である。

　そこで，本研究では，文献レビューにより若年女性

乳がん患者に対する妊孕性温存への情報提供，意思決

定支援に関する現状と課題を明らかにし，患者への適

切な意思決定支援について検討することを目的とした。

Ⅱ．研究方法
1．文献検討の手順

　若年女性乳がん患者に対する妊孕性温存への意思決

定および意思決定支援に関する国内外の文献を分析

した。医学中央雑誌Web版，PubMed，CINAHL with 

Full Textを用いて，データベース検索を行なった。期

間は，「がん・生殖医療」という言葉が日本で使用さ

れ始めたのが2010年頃であることから 10），2009年か

ら2018年までの10年間とした。

　検索手順を図1に示した。国内文献は，医学中央雑

誌Web版（Ver.5）で，「若年性乳がん」「乳がん」「がん・

生殖医療」「妊孕性温存」「情報提供」「意思決定」「意

思決定支援」の検索語を単独，または組み合わせて原

著論文で絞り込み検索をかけた。

　重複した文献を除外し，タイトル，抄録から若年性乳

がんや妊孕性温存，意思決定に関連しない文献を削除し

た。その後，文献の本文を収集してフルテキストを読み，

若年女性乳がん患者を対象とし，医師や看護師など，医

療従事者が実践した妊孕性温存に関する情報提供，意

思決定支援に関連した内容が主題として記述されている

論文であるか精査した。今回は，精査の過程で，若年女

性乳がん患者当事者が妊孕性に関して受けたケアの体

験やニーズに関する論文，レビュー論文は除外した。最

終的に国内文献は原著論文のほか，目的に合致した報告

や資料7件を抽出し，ハンドサーチで4件を加えた。

　国外文献は，PubMedとCINAHL with Full Textで，

「breast Cancer」「adolescence and young adults」「fertility 

preservation」「decision-making / decision-aid(s) / 

shared decision-making」「informed consent / informed 

choice(s)」の検索語を用い，「Abstract」「Full text」

「journal article」「Clinical Trial」，研究対象を「humans」

「female」とした。国内文献の検索と同様の手順で，

最終的にPubMedで1件の文献を抽出し，ハンドサー

チで3件を加えた。また，CINAHL with Full Textで1

件の文献を抽出した。

2．分析方法

　抽出された16文献について，研究の動向を概観し，

若年女性乳がん患者への妊孕性温存に関する情報提

供，意思決定支援の現状，看護支援内容・方法，課題
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について分析した。

3．用語の操作的定義

　若年女性乳がん患者：一般的に34歳以下の罹患を

若年性乳がんと定義することが多いが，本研究では，

女性の妊娠・生児獲得の可能性という点から，年齢は

限定しなかった。

　意思決定支援：若年女性乳がん患者が妊孕性温存に

関する情報提供を受け，妊孕性温存に何らかの決定を

する過程を乳がん治療と生殖医療に携わる医療従事者

が支えることとした。

4．倫理的配慮

　本研究は先行研究に基づく研究であり，著作権の範

囲内で複写を行い，出所を明示し，その引用の方法に

留意した。また，データベース業者と正当に契約した

範囲内でアクセスを実施した。また，公開されている

文献は所蔵先の規定に基づいて用いた。

Ⅲ．結果
1．研究の動向

　国内文献が11件，国外文献が5件であった。国内文

献11件の内訳は，論文種別では，原著論文7件，報

告・症例報告・臨床報告が各1件，資料1件で，すべ

て2012年以降の研究であった。国外文献5件の内訳

は，原著論文4件，速報1件であった。

　研究デザインは観察研究が14件，介入研究が2件

であった。観察研究14件の内訳は，量的，質的記述

的研究8件，関連探索的研究3件，デルファイ調査1件，

教材開発研究2件であった。介入研究2件は，いずれ

も国外文献であった。

　

2．文献の内容

　抽出した16文献は，次の3つに分けられた。1）妊

孕性の問題に対するがん・生殖医療専門医の情報提供，

認識，実践状況　2）妊孕性の問題に対する看護師の

意思決定支援内容と課題　3）妊孕性の問題に対する

意思決定支援のための教材開発とその効果に関する研

究であった。

　研究概要を表1，表2，表3に示した。

1） 妊孕性の問題に対するがん・生殖医療専門医の情

報提供，認識，実践状況

　この項目に関しては，さらに，「がん治療に関連し

た妊孕性の問題に対する情報提供，妊孕性温存治療の

状況」「情報提供に影響する要因」「妊孕性の問題に対

するがん・生殖医療専門医の認識，懸念，ニーズ」に

まとめられた。

図 1．文献検索手順
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decision-aid(s)／shared decision-making」「informed 

consent／informed choice(s)」の検索語を⽤い，
「Abstract」「Full text」「journal article」「Clinical Trial」，
研究対象を「humans」「female」とした。国内⽂献
の検索と同様の⼿順で，最終的に PubMed で 1 件
の⽂献を抽出し，ハンドサーチで 3 件を加えた。
また，CINAHL with Full Text で１件の⽂献を抽出
した。 
 
2．分析⽅法 

抽出された 16 ⽂献について，研究の動向を概観
し，若年⼥性乳がん患者への妊孕性温存に関する
情報提供，意思決定⽀援の現状，看護⽀援内容・
⽅法，課題について分析した。 
 
３．⽤語の操作的定義 

若年⼥性乳がん患者：⼀般的に 34 歳以下の罹患を
若年性乳がんと定義することが多いが，本研究で
は，⼥性の妊娠・⽣児獲得の可能性という点から，
年齢は限定しなかった。 

意思決定⽀援：若年⼥性乳がん患者が妊孕性温存
に関する情報提供を受け，妊孕性温存に何らかの
決定をする過程を乳がん治療と⽣殖医療に携わる
医療従事者が⽀えることとした。 
 

４．倫理的配慮 

 本研究は先⾏研究に基づく研究であり，著作権 

の範囲内で複写を⾏い，出所を明⽰し，その引⽤
の⽅法に留意した。また，データベース業者と正
当に契約した範囲内でアクセスを実施した。また，
公開されている⽂献は所蔵先の規定に基づいて⽤
いた。 
 
Ⅲ．結果 

１． 研究の動向 

国内⽂献が 11 件，国外⽂献が 5 件であった。国
内⽂献 11 件の内訳は，論⽂種別では，原著論⽂ 7

件，報告・症例報告・臨床報告が各１件，資料１
件で，すべて 2012 年以降の研究であった。国外⽂
献 5 件の内訳は，原著論⽂ 4 件，速報 1 件であっ
た。 

研究デザインは観察研究が 14 件，介⼊研究が 2

件であった。観察研究 14 件の内訳は，量的，質的
記述的研究 8 件，関連探索的研究 3 件，デルファ
イ調査 1 件，教材開発研究 2 件であった。介⼊研
究 2 件は，いずれも国外⽂献であった。 
  
２． ⽂献の内容 

抽出した16⽂献は，次の3つに分けられた。１）

データベース検索によって
特定された⽂献件数

国内：255 国外：548 N＝803

詳細な評価が必要と特定した⽂献件数
国内：10 国外：7 ｎ＝17

②重複⽂献, 関連しない⽂献除外
国内：241 国外：541 n=782

論⽂全体を精査し, 最終的に分析対象
とした⽂献件数

国内：11 国外：5 ｎ＝16

③⽬的に合致しない⽂献除外
国内：3 国外：5 n=8

④ハンドサーチで抽出した⽂献
国内：4 国外：3 n=7

図１：⽂献検索⼿順

CINAHL
109

医中誌
255

PubMed
439

①絞り込み検索：
2009年〜2018年、キーワードを単独、組み合わせて検索
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（1） 乳がん治療に関連した妊孕性の問題に対する情

報提供，妊孕性温存治療の状況（表1）

　がん治療による妊孕性の問題に対する情報提供お

よび妊孕性温存治療の実態に関する報告が8件あった

（No.1～ 8）。乳がん医療専門医の2007～ 2009年の若

年女性乳がん患者への情報提供率は56％で，2000～

2004年の7％から8倍に増加し（No.4），2012年の報告

では67％と情報提供率は経年的に上昇していた（No.3）。

　わが国の乳がん医療専門医434名中，83％が若年女

性乳がん患者と妊孕性に関する問題について話し合う

ことに肯定的であった。しかし，患者に妊孕性の問題

がある場合，生殖医療専門医に相談している医師は

24％，患者が妊孕性に関する懸念を持つ場合，生殖医

療専門医に紹介している医師は42%であった（No.2）。

国外でも同様の結果報告があり，乳がん医療専門医師

から妊孕性の問題について「ある程度」「かなり」の

情報を与えられたのは53％であったが，実際に生殖

医療専門医に紹介されたのは22％と低かった（No.1）。

　生殖医療側から情報提供状況を分析した報告もあっ

た。佐藤ら（No.6）は，2009～ 2014年の5年間に，

生殖内分泌外来に妊孕性温存治療を目的として診療依

頼された乳がん患者18名の情報提供状況を報告して

いる。既婚患者15例中，妊孕性温存に関して十分な

情報を受けて治療法を選択できたのは9例（60％）で

あった。また，18名のうち，術後補助化学療法開始

前の受診は56％であった。

　集学的チームによる妊孕性カウンセリングを実施して

いる施設の報告（No.7）によると，診断時45歳未満の

乳がん患者227名中，72名（26％）が排卵誘発カウン

セリングを受け，17名（6％）が補助療法を開始する前

に妊孕性温存を決定していた。また，妊孕性温存治療

の際に，家族歴聴取と遺伝カウンセリングによりBRCA

変異保有者であることが判明した症例報告があり，若

年女性乳がん患者の妊孕性温存治療時には，遺伝的リ

スク評価の視点も欠かせないと述べられていた（No.8）。

（2）情報提供に影響する要因（表1）

　妊孕性に関連した情報提供への影響要因に関する研

究が2件あった（No.2，4）。がん領域医師のがん治療

に関連した妊孕性の問題に対する情報提供の有無への

影響因子は，患者の出産歴（OR：5.712，p＝0.004），

内分泌療法，化学療法が治療として推奨される場合

（OR：24.22，p＝0.017）であった（No.4）。

　Shimizu（No.2）らの報告では，若年女性乳がん

患者の妊孕性の問題に関する知識スコアが高い医師

（OR：1.717，p＜0.001），妊孕性の問題に積極的な姿

勢の医師（OR：1.542，p=0.012），50歳未満の医師（OR：

1.584，p＜0.001），女性医師（OR：1.166，p＝0.005）

は，がん治療による患者の妊孕性の問題について患者

と話し合う傾向があった。

　また，積極的な姿勢の医師，女性医師，大学病院や

がんセンターなど学際的な環境で働く医師は，生殖医

療専門医と有意に相談する傾向にあり，患者を生殖医

療専門医に紹介する比率が有意に高かった。

（3） 妊孕性の問題に対するがん・生殖医療専門医の認

識と課題，ニーズ（表1）

　妊孕性の問題に対するがん・生殖医療専門医の実践

上の課題を記述した研究が3件あった（No.2，6，13）。

　わが国の乳がん医療専門医が妊孕性の問題を患者と

話し合う上での障壁は，がん再発リスクが高い51％，

不妊治療クリニックや専門医の紹介先がない45％，

診療所での時間的制約45％であった（No.2）。

　また，わが国の生殖医療専門医200名の認識と懸念，

ニーズが明らかにされていた（No.6）。生殖医療専門

医の83％が若年女性乳がん患者を日常診療で受け入

れると回答していた一方で，患者の妊孕性温存治療に

不安70％，5年後に再発しなくても出産よりもがん治

療のほうが重要46％と回答し，63％が遺伝性乳がん

への不安を感じていた。妊孕性温存治療に対する懸

念として，がん再発リスクが高い，または不明66％，

乳がんに関する知識不足47％があり，若年女性乳が

ん患者の妊孕性を支援する上での障壁となっていた。

　乳腺外科病棟のない施設所属の生殖医療専門医は，

乳腺外科病棟のある施設所属の生殖医療専門医に比べ

て，乳がん治療専門医とのコミュニケーションの難し

さを有意に指摘していた（p＜0.05）。

　生殖医療専門医のニーズとして，合意形成とガイド

ラインの作成，データベースシステムの構築とエビデ

ンスの作成，ネットワークの構築，患者とパートナー，
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家族，ならびにがん領域と生殖領域の医師に対する広

報活動や教育の機会が抽出された。

　Garvelinkら（No.9）は，若年女性乳がん患者の妊

孕性に関する情報提供について，どのような患者に，

誰が，いつ情報提供すべきかについて，若年女性乳が

ん患者とがん・生殖医療従事者の合意形成を試みた。

　両者に合意を得た項目は，「妊孕性を保持するとい

う選択があることは重要」「妊孕性を喪失する可能性

のあるすべての女性は，配偶者の有無や性的指向，子

どもの希望の有無，妊孕性という言葉を患者が口にし

たかに関わらず，妊孕性に関する情報を受け取るべき」

であった。また，意思決定を支援するウェブベースの

ツールについて「患者が妊孕性に関することを医療従

事者に話しやすくする」「医療従事者自身が妊孕性に

関して患者と話し合うことに活用できる」で合意を得

た。「患者に情報を提供するタイミングは，病院では

なく患者に合わせる」「予後が悪い女性にも妊孕性温

存に関する情報を提供する」も合意を得た。

　合意を得なかったのは，妊孕性の保持を優先して効果

の低い乳がん治療を行うことの容認であった。また，「で

きるだけ早く，診断時でなくても治療計画を患者と話し

合うときまでに，その時点での患者の情報ニーズに合わ

せて提供されるべきである」ことが議論されたが，いつ

だれが情報提供を行うかについては合意を得なかった。

2） 妊孕性の問題に対する看護師の意思決定看護支援

内容と課題（表2）

　看護師の意思決定看護支援内容および課題に関する

研究が4件あった。若年女性乳がん患者の治療選択に

おける意思決定支援の場面での妊孕性の問題に関する

実践および支援の難しさが語られていた（No.10～ 13）。

　矢ケ崎ら（No.12）は，若年乳がん女性のがん治療

と妊孕性の意思決定支援に対する看護師の認識につい

て，3つのカテゴリー〈不確かな将来を歩むための準

備〉〈ライフプランの不確かさに伴う葛藤への支援〉〈女

性の決断に沿った最善のケア〉と，コアカテゴリー〈不

確かなライフプランの支援〉を生成した。

　看護師たちが支援にあたり認識していたのは，がん

の診断に衝撃を受けている女性が短時間にがん治療と

妊孕性の問題を熟慮することの難しさ，妊孕性に関す

る情報の量と質とタイミングを慎重に判断することの

重要性であった。また , がん治療と妊孕性の問題に端

を発し，結婚，妊娠，出産などの人生上の複雑な不確

かさの中で揺れ動く女性の感情に寄り添い，支えなが

ら，がん治療の開始までに納得できる選択を支援する

ことの難しさや限界を認識していた。

　生殖医療に携わる看護師は，不妊治療の限界を理解

する一方で，女性に対してはその決断に基づく最善の支

援を行い，真の願いを確実なものにできるよう最善を尽

くしていた。さらに，看護師は，若年女性乳がん患者の

不確かさや複雑な状況を克服するため，患者の真の願い

をかなえるために組織を超えた多職種の連携，協働によ

り最善のケアを提供することの重要性を認識していた。

　不妊症看護認定看護師による初診時から妊孕性温存

治療終結までの意思決定支援報告（No.11）でも同様に ,

　時間的制約が患者の意思決定を困難にすること，治

療中においても，治療に伴う身体的・精神的・経済的

負担が重なり，患者に意思決定後の迷いや不安が生じ

ることが述べられていた。

　また，生殖医療側の問題として，患者の来院回数が

少ないために患者との接点がとりにくく信頼関係を築

きにくい，また ,情報提供した内容の患者の理解度が

確認できにくく，患者の意思を十分にくみ取れない可

能性が述べられていた。生殖医療に携わる看護師の支

援とは ,外来初診から継続して寄り添い，治療の結果

がいかなる場合においても，患者が行なった意思決定

を肯定的に捉えられるよう関わることであった。

　増澤ら（No.10）が明らかにした乳がん患者の妊娠・

出産への看護師の支援内容とは ,乳がん患者に妊娠・出

産について情報を提示し，乳がん治療と不妊治療の理

解度と意思を確認し，更なる理解を促すことであった。

そして，意思決定から治療までの気持ちを支え，患者の

乳がんと生殖の治療を支えていた。この支援には，他

専門職とともに家族を支えることが含まれていた。

3） 妊孕性の問題に対する意思決定支援のための教材

開発とその効果検証（表3）

　妊孕性意思決定支援のための教材開発研究が2件，

開発した教材の意思決定への効果を明らかにした介入

研究が2件あった。
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表 1．妊孕性の問題に対するがん・生殖医療専門医の情報提供、認識、実践状況

総   説 

1 
 

 

No
著者

（発⾏年/国）
研究種別

⽬的
研究⽅法

①対象 ②研究デザイン
③調査時期

結果
①がん治療に関連した妊孕性の問題への情報提供、⽣殖医療への相談、紹介の状況と

⽣殖医療専⾨医の妊孕性温存治療に対する認識、実践状況
②情報提供に影響する要因  ③課題(障壁・懸念)、ニーズ

1 Meneses 他11)

（2010/⽶国)
報告

不妊に関する情報を補⾜
するためのFertility and
Cancer Project（以下、
FCP）登録者の特徴、妊
孕性、がんに関する知
識、インターネット使⽤
について調査し、がん
チームの情報提供とサ
ポートを評価する

①オーストラリア、カナダ、
インド、オランダ、南アフリ
カ、台湾、英国、⽶国の
18~50歳の乳がん既往⼥性、
英語でのコミュニケーショ
ン、インターネットアクセス
が可能な106名
②量的/Web実態調査
③記述なし

①腫瘍内科医から不妊治療の選択肢について「ある程度」「かなり」の情報を与えられた55⼈（53％）のうち、
実際に⽣殖専⾨医に紹介されたのは23⼈（22％）

2 Shimizu 他12)

（2012/⽇本）
原著

乳腺専⾨医の若年乳がん
患者に対する妊孕性に関
連した実践の現状、妊孕
性に対する医師の⾏動に
寄与する医療従事者側の
要因を明らかにする

①乳がん医療専⾨医434名（全
国）
②量的/実態、関連探索調査
③2010年

①若年乳がん患者と妊孕性について話し合うことに積極的である83％の⼀⽅で、患者に妊孕性の問題がある場
合、⽣殖医療専⾨医に相談24％、患者が妊孕性に関する懸念を表明した場合、⽣殖医療専⾨医に紹介42%
②妊孕性の問題について患者と話し合う傾向にあった医師
 ・妊孕性の問題に関する知識が⾼い（OR：1.717，95％CI：1.321-2.231，p＜0.001）
 ・妊孕性の問題に積極的な姿勢の医師（OR：1.542，95％CI：1.145-2.079，p=0.012）
 ・50歳未満（OR：1.584，95％CI：1.280-1.959，p＜0.001）
 ・⼥性医師（OR：1.166，95％CI：1.080-1.258，p=0.005）
②積極的姿勢の医師、⼥性医師、学際的環境で働く医師は⽣殖医療専⾨医と有意に相談する傾向にあり、患者を⽣
殖医療専⾨医に紹介する⽐率が有意に⾼かった
③病気再発のリスクが⾼い51％、専⾨医や不妊治療クリニックを紹介してもらえない45％、診療所での時間的制
約45％

3 枝國他13)

（2012/⽇本）
原著

がん・⽣殖医療システム
構築のため、若年乳がん
患者のニーズを把握する

①診断時45歳以下の術後経過
観察中の患者21名（1施設）
②量的/聴き取り含む実態調査
③記載なし

①乳がん医療専⾨医師から患者への情報提供率67％

4 久保他14)

（2012/⽇本）
原著

2006年以降※1の術前・術
後の癌薬物治療が妊孕性
に及ぼす影響についての
情報提供実施状況を明ら
かにする

①40歳以下の乳がん患者100
名（1施設）
②量的/後⽅視的実態調査
③2007〜2009年

①乳がん治療専⾨医師から患者への情報提供率は56％で、2000〜2004年時点の情報提供率7％から8倍に増加
②情報提供に影響する要因
 ・患者の出産歴（OR：5.712，95％CI：1.752-18.66，p=0.004）
 ・内分泌療法や化学療法が推奨される場合（OR：24.22，95％CI：3.150-186.2，p=0.017)

5 Shimizu 他15)

（2015/⽇本）
原著

若年乳がん患者の妊孕性
温存に関する⽣殖医療専
⾨医の認識とニーズを明
らかにする

①⽣殖医療専⾨医200名（全
国）
②量・質的/実態、関連探索調
査
③2012年

①83％が患者を⽇常診療で受け⼊れると回答した⼀⽅で、乳がん患者の妊孕性温存治療に不安がある70％、5年後
に再発しなくても出産よりもがん治療のほうが重要46％、乳がんになってからの妊孕性温存治療は再発があるの
で難しい39％、遺伝性乳がんへの不安 63％
③若年乳がん患者の妊孕性を⽀援する上での障壁
 ・がん再発のリスクが⾼い、または不明であることへの懸念66％
 ・乳がんに関する知識不⾜47％、患者に配偶者やパートナーがいない24％
 ・乳腺外科病棟のない施設に所属する⽣殖医療専⾨医は、乳腺外科病棟のある施設医師に⽐べ、
  乳がん 治療専⾨医との直接的なコミュニケーションの難しさを指摘（p＜0.05）
③⽣殖医療専⾨医のニーズ
 ・合意形成とガイドラインの作成、データベースシステムの構築とエビデンスの作成、
 ・ネットワークの構築と実⽤的なサポート
 ・患者、パートナー、家族やがん・⽣殖領域の医師への広報活動と教育の機会

6 佐藤他16)

（2015/⽇本）
臨床報告

妊孕性温存治療を⽬的と
して診療依頼された乳が
ん患者への情報提供状況
を明らかにし、患者への
意思決定⽀援を改善する
ための資料とする

①⽣殖内分泌外来を受診した
乳がん患者18名（1施設）
②量的/実態調査
③2009〜2014年

①2013年以降に依頼が増え、16件。既婚患者15例のうち、妊孕性温存に関して⼗分な情報を受けて治療法を選択
できたのは9例（60％）
①⽣殖内分泌外来を初めて受診した時期が、術後化学療法開始前であったのは10例（56％）

7 Takahasi 他17)

（2018/⽇本）
原著

集学的チームによる若年
乳がん患者の妊孕性温存
管理に関する有効性と安
全性を評価する

①診断時45歳未満の乳がん患
者227名（1施設）
②量的/後⽅視的実態調査
③2009年〜2016年

①2009年より、同⼀施設でがん領域と⽣殖領域、多専⾨職による妊孕性カウンセリング体制を実施し、7年間で72
名（26％）が排卵誘発カウンセリングを受けた。17名（6％）が補助療法を開始する前に妊孕性温存治療を選択
し、うち6名が卵⼦凍結保存を、11名（65％）の既婚患者が胚凍結保存を選択した。胚凍結した11名のうち、3名
（27％）が⼀次⼿術後2年経過した時点で妊娠した。いずれもエストロゲン受容体陰性患者であった。卵⼦凍結保
存での妊娠はなし。
・17名中、13名（76％）が化学療法を実施。エストロゲン受容体陽性患者のうち、2名（12％）が妊娠を⽬指し
て2年後に内分泌療法を中⽌し、乳がんが再発し、3名の患者はがんが再発したが妊孕性温存治療を選択

8 望⽉他18)

（2018/⽇本）
症例報告

記載なし ①20代後半の若年乳がん患者1
名
②症例の経過記述
③記載なし

①乳がん化学療法前に胚凍結を実施した。詳しい家族歴聴取により⺟⽅の⼤叔⺟に乳がん歴がわかり、⽣殖医療機
関における遺伝カウンセリングを通じ、BRCA2の変異保有者と判明した症例を認めた
  若年乳がん患者の妊孕性温存治療の際には、遺伝性乳がん・卵巣がんを代表とする遺伝性腫瘍も念頭にていねい
な家族歴聴取と遺伝カウンセリング体制の構築が望まれる。がん治療、妊孕性温存、遺伝的リスク評価を同時並⾏
的に実施する視点が⽋かせない

9 Garvelink 他19)

（2012/オランダ）
原著

開発したウェブベースの
意思決定⽀援ツールを実
施するうえで最適な条件
を整えるために、その使
⽤と情報提供について、
患者と臨床の専⾨家の合
意を得る

①若年乳がん患者10名と医療
従事者17名（がん領域医師と
⽣殖専⾨医、乳がん専⾨看護
師）
②デルファイ調査/Webによる
2回の質問調査に加えて80％以
上の合意に⾄らなかった内容
についてフォーカスグループ
インタビュー
③記載なし

①6つのカテゴリー48項⽬中31項⽬で合意を得た。合意を得た内容は以下の通りであった
 ・妊孕性を保持するという選択があることは重要
 ・妊孕性を喪失する可能性のあるすべての⼥性は、配偶者の有無や性的指向、⼦どもの希望の有無、
  妊孕性という⾔葉を取り上げたかそうでないかに関わらず、妊孕性に関する情報を受け取るべき
 ・患者に情報を提供するためにも、患者が妊孕性について話しやすくするためにもウェブ上での
  情報提供は重要で、医療従事者⾃⾝が妊孕性に関して患者と話しあうことに活⽤できる
 ・患者に情報を提供するタイミングは、病院ではなく患者に合わせる
 ・予後が悪い⼥性にも妊孕性保持に関する情報を提供すべき
③合意に達しなかった内容
 ・妊孕性保持の治療のために効果の低い乳がん治療を⾏うことへの容認
 ・診察時でなくても治療計画を患者と話しあうときまでに、その時点での患者の情報ニーズに合わせ
       て情報が提供されるべき（いつ、誰が情報を提供するかについては、合意が得られなかった）

表１：妊孕性の問題に対するがん・⽣殖医療専⾨医の情報提供、認識、実践状況

※１2006年、⽇本乳癌学会患者向けガイドラインに抗がん剤治療に伴う妊孕性への影響が明記された
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表 2．妊孕性の問題に対する看護師の意思決定支援に関する研究

総   説 

2 
 

 

 

No
著者

（発⾏年/国）
研究種別

⽬的
研究⽅法

①対象②研究デザイン③調査時期 結果

13  Peate M他24)

（2011）
オ-ストラリア

速報

早期乳がん患者さんへの
妊孕性保持に関する意思
決定⽀援リーフレットの
有⽤性を確認する

①診断時、18〜40歳の早期乳がん患者
で診断から6か⽉〜5年が経過し転移が
ない17名
②教材開発研究/量的に有効性を確認
③記載なし

C5サイズの⼩冊⼦（全56ページ）の意思決定⽀援ツールを開発した。
・情報量（88％）と⻑さ（94％）は概ね適切で、ほぼ全員が冊⼦はわかりやすく、情報が豊富で読み
やすく、有⽤であり満⾜できると回答した
・妊孕性保持治療の選択肢（81％）、⻑所（75％）と短所（9％）、がん治療の違いが妊孕性温存治
療に与える影響（63％）について知識が「⾮常に」「かなり」向上した
・妊孕性温存治療（44％）がん治療（31％）の意思決定に「とても役⽴った」と回答した
・「少し」（53％）「かなり」（29％）悲しかった、または動揺した

10※２ 増澤他20)

（2012/⽇本）
資料

看護職者に対する乳がん
患者の妊娠・出産⽀援の
啓発リーフレット試作版
の作成

①乳腺科、⽣殖医療の臨床で⽀援にか
かわる認定看護師2名と乳がん患者3名
②教材開発研究/乳がん患者の妊娠・
出産の⽀援とその背景となる内容を情
報収集、質的に分析し、看護者向け啓
発リーフレット試作版を作成した。そ
の後、乳がん患者3名と看護師2名より
意⾒をもらい洗練化
③2011年

抽出された7つのカテゴリー（表2に掲載）をもとにリーフレットを作成し、乳腺科、⽣殖医療の現場
で⽀援にかかわっている認定看護師2名から意⾒をもらい洗練化し、試作案とした。

15  Peate M他25)

（2012）
オ-ストラリア

報告

妊孕性温存治療関連の意
思決定援助（No.13の教
材）の有効性を評価する

①18~40歳の早期乳がん⼥性
 DA群 36名
 通常ケア群 60名
②被無作為化2群⽐較研究
（前向き/縦断的）
③調査開始時、1ヶ⽉後、12か⽉後に
調査（開始年記載なし）

・DA群は、通常ケア群に⽐べて12か⽉後の意思決定における葛藤が有意に低下（教育，⼦どもが欲し
いという希望と不確実さ調整すみ,  β＝-1.51；95％CI：-2.54- 0.48；ｐ=0.04）し、DA群の12か⽉
後の葛藤は、調査開始時に⽐べて有意に低下（教育調整すみ,  β＝-3.73；95％CI：7.12-0.35；ｐ
=0.031）していた。DA群は、通常ケア群に⽐べて12か⽉後の意思決定における後悔が有意に低かっ
た。
・DA群は、通常ケア群に⽐べて不妊に関する知識が有意に向上していた。
・教材を通じたパートナーの関与について2群間で有意な差はなかったが、両群ともにパートナーは意
思決定過程に「⾮常に」「かなり」関与していた（77.6％）。
・DA群の97.7％、通常ケア群の92.5％が腫瘍医と妊孕性について話し合っていた。教材が腫瘍医との
話し合いを促進したかについては、DA群の26.7％、通常ケア群の43.1％が促進しなかった。

16 Garvelink 他26)

（2017）
オランダ

原著

開発したウェブベースの
妊孕性温存治療意思決定
⽀援ツールの実現可能性
と効果を予備調査で評価
する

①18~40歳の乳がん⼥性
 DA群 13名
 パンフレット群 13名
②無作為2群⽐較研究（予備研究）
③調査開始時、6週間後、6か⽉後に調
査（開始年記載なし）

・意思決定葛藤の合計得点に有意な差はなかったが、パンフレット群のほうが、DA群に⽐べて6週間
後の意思決定葛藤尺度の「 effective DMスコア」が有意に低く（p=0.024）、意思決定の際の葛藤が
少なかった。
・妊孕性温存に関する知識は、両群ともに、調査開始時に⽐べて6週間後、調査開始時に⽐べて6か⽉
後に有意に増えたが、2群間に有意な差はなかった。
DA、パンフレットともに妊孕性に関する知識を増やすのに有効である。
・DAのほうが、意思決定の葛藤が⼤きいようであり、意思決定時に追加⽀援が必要である。

表３：妊孕性の問題に対する意思決定⽀援のための教材開発とその効果

※２No.10の⽂献は表2にも掲載されている

No
著者

（発⾏年/国）
研究種別

⽬的 研究⽅法
①対象②研究デザイン③調査時期

結果
妊孕性の問題に対する看護師の意思決定⽀援内容と課題

10

増澤他20)

（2012/⽇本）
資料

表3参照 ①乳腺科、⽣殖医療の臨床で⽀援に
かかわる認定看護師2名と乳がん患者
3名
②乳がん患者の妊娠・出産の⽀援と
その背景となる内容を情報収集、質
的に分析
③記載なし

 乳がん患者の妊娠・出産の⽀援内容として以下の7つのカテゴリーが抽出された。
【妊娠・出産に関する情報を提⽰する】であり、【乳がんおよび⽣殖医療の理解度と意思を確
認する】ことで、乳がん治療に関する治療法の理解と本⼈・家族の意思を知り、【乳がんおよ
び⽣殖医療の治療内容の理解を促す】ことで、意思決定を⽀えていた。また、【意思決定から
治療までの気持ちを⽀える】【乳がん治療と⽣殖補助医療の治療を⽀える】【他専⾨職ととも
に⽀える】【家族を⽀える】であった。

11 奥島他21)

（2015/⽇本）
報告

がんに罹患し妊孕性温存治
療を⾏った患者への継続的
な⽀援を明らかにし、妊孕
性温存治療における看護の
あり⽅について考察する。

①不妊症看護認定看護師の40歳未満
乳がん⼥性1名への看護実践
②質的/事例研究
③記載なし（個⼈情報保護のため）

 不妊症認定看護師は、初回の外来受診時より治療終了までの1か⽉間、患者の思いを傾聴し
尊重するという⽀援を実施した。患者は、2個の卵⼦を凍結することにより妊娠の可能性に満
⾜を得ることができ、妊孕性温存治療終了への受容となった。
乳がん患者の⽣殖医療における看護のあり⽅として、①初回受診時の患者の思いの傾聴 ②情
報提供の重要性と意思決定への⽀援 ③⾃⼰注射開始時の⽀援 ④がん患者が妊孕性温存を選
択したことで、常に揺れ動く気持ち、変化する気持ちを捉え、看護の⽅向性を考える ⑤個々
で違う妊孕性温存治療の限界、医学的判断の難しさ、不妊治療の公費助成の適⽤範囲など性と
⽣殖に関する治療の限界に関する情報提供を不利益なく⾏うことが重要

12 ⽮ケ崎他22)

（2017/⽇本）
原著

治療と妊孕性に対する意思
決定⽀援について、がん治
療や⽣殖医療にかかわる専
⾨看護師や認定看護師がど
のように認識し、実践して
いるのか、看護師の視点か
ら明らかにする

①がん看護に関わる専⾨看護師およ
び⼤学院⽣、認定看護師8名と不妊症
看護認定看護師7名の計15名
②質的/フォーカスグループインタ
ビューと内容分析
③2014年

 看護師の若年乳がん⼥性のがん治療と妊孕性の意思決定⽀援に対する看護師の認識につい
て、3つのカテゴリー〈不確かな将来を歩むための準備〉〈ライフプランの不確かさに伴う葛
藤への⽀援〉〈⼥性の決断に沿った最善のケア〉、コアカテゴリー＜不確かなライフプランの
⽀援＞が導かれた。

13 菅原他23)

（2018/⽇本）
原著

若年乳がん患者の治療選択
における意思決定⽀援の実
態を把握し、看護⽀援の課
題を明確にする

①若年性乳がん患者の病状・治療説
明に同席したことのある外来・病棟
看護師3名
②質的/記述的
③2016年

『妊孕性のケアの必要性』があるが、踏み込んだ話ができない、直接患者が妊孕性を話題にし
てくれないと踏み込めない、介⼊が難しいという『妊孕性に対するケアの認識』があり、『妊
孕性のケア』の実施を難しいと捉えていた。

表２：妊孕性の問題に対する看護師の意思決定⽀援に関する研究

表 3．妊孕性の問題に対する意思決定支援のための教材開発とその効果
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No
著者

（発行年/国）
研究種別

目的
研究方法

①対象②研究デザイン③調査時期 結果

14  Peate M他24)

（2011）
オ-ストラリア

速報

早期乳がん患者さんへの
妊孕性保持に関する意思
決定支援リーフレットの
有用性を確認する

①診断時、18～40歳の早期乳がん患者
で診断から6か月～5年が経過し転移が
ない17名
②教材開発研究/量的に有効性を確認
③記載なし

C5サイズの小冊子（全56ページ）の意思決定支援ツールを開発した。
・情報量（88％）と長さ（94％）は概ね適切で、ほぼ全員が冊子はわかりやすく、情報が豊富で読み
やすく、有用であり満足できると回答した
・妊孕性保持治療の選択肢（81％）、長所（75％）と短所（9％）、がん治療の違いが妊孕性温存治
療に与える影響（63％）について知識が「非常に」「かなり」向上した
・妊孕性温存治療（44％）がん治療（31％）の意思決定に「とても役立った」と回答した
・「少し」（53％）「かなり」（29％）悲しかった、または動揺した

10※２ 増澤他20)

（2012/日本）
資料

看護職者に対する乳がん
患者の妊娠・出産支援の
啓発リーフレット試作版
の作成

①乳腺科、生殖医療の臨床で支援にか
かわる認定看護師2名と乳がん患者3名
②教材開発研究/乳がん患者の妊娠・
出産の支援とその背景となる内容を情
報収集、質的に分析し、看護者向け啓
発リーフレット試作版を作成した。そ
の後、乳がん患者3名と看護師2名より
意見をもらい洗練化
③2011年

抽出された7つのカテゴリー（表2に掲載）をもとにリーフレットを作成し、乳腺科、生殖医療の現場
で支援にかかわっている認定看護師2名から意見をもらい洗練化し、試作案とした。

15  Peate M他25)

（2012）
オ-ストラリア

報告

妊孕性温存治療関連の意
思決定援助（No.13の教
材）の有効性を評価する

①18~40歳の早期乳がん女性
 DA群 36名
 通常ケア群 60名
②被無作為化2群比較研究
（前向き/縦断的）
③調査開始時、1ヶ月後、12か月後に
調査（開始年記載なし）

・DA群は、通常ケア群に比べて12か月後の意思決定における葛藤が有意に低下（教育，子どもが欲し
いという希望と不確実さ調整すみ,  β＝-1.51；95％CI：-2.54- 0.48；ｐ=0.04）し、DA群の12か月
後の葛藤は、調査開始時に比べて有意に低下（教育調整すみ,  β＝-3.73；95％CI：7.12-0.35；ｐ
=0.031）していた。DA群は、通常ケア群に比べて12か月後の意思決定における後悔が有意に低かっ
た。
・DA群は、通常ケア群に比べて不妊に関する知識が有意に向上していた。
・教材を通じたパートナーの関与について2群間で有意な差はなかったが、両群ともにパートナーは意
思決定過程に「非常に」「かなり」関与していた（77.6％）。
・DA群の97.7％、通常ケア群の92.5％が腫瘍医と妊孕性について話し合っていた。教材が腫瘍医との
話し合いを促進したかについては、DA群の26.7％、通常ケア群の43.1％が促進しなかった。

16 Garvelink 他26)

（2017）
オランダ

原著

開発したウェブベースの
妊孕性温存治療意思決定
支援ツールの実現可能性
と効果を予備調査で評価
する

①18~40歳の乳がん女性
 DA群 13名
 パンフレット群 13名
②無作為2群比較研究（予備研究）
③調査開始時、6週間後、6か月後に調
査（開始年記載なし）

・意思決定葛藤の合計得点に有意な差はなかったが、パンフレット群のほうが、DA群に比べて6週間
後の意思決定葛藤尺度の「 effective DMスコア」が有意に低く（p=0.024）、意思決定の際の葛藤が
少なかった。
・妊孕性温存に関する知識は、両群ともに、調査開始時に比べて6週間後、調査開始時に比べて6か月
後に有意に増えたが、2群間に有意な差はなかった。
DA、パンフレットともに妊孕性に関する知識を増やすのに有効である。
・DAのほうが、意思決定の葛藤が大きいようであり、意思決定時に追加支援が必要である。

表３：妊孕性の問題に対する意思決定支援のための教材開発とその効果

※２No.10の文献は表2にも掲載されている

No
著者

（発行年/国）
研究種別

目的
研究方法

①対象②研究デザイン③調査時期

結果
妊孕性の問題に対する看護師の意思決定支援内容と課題

10

増澤他20)

（2012/日本）
資料

に援支で床臨の療医殖生、科腺乳①照参3表
かかわる認定看護師2名と乳がん患者
3名
②乳がん患者の妊娠・出産の支援と
その背景となる内容を情報収集、質
的に分析
③記載なし

 乳がん患者の妊娠・出産の支援内容として以下の7つのカテゴリーが抽出された。
【妊娠・出産に関する情報を提示する】であり、【乳がんおよび生殖医療の理解度と意思を確
認する】ことで、乳がん治療に関する治療法の理解と本人・家族の意思を知り、【乳がんおよ
び生殖医療の治療内容の理解を促す】ことで、意思決定を支えていた。また、【意思決定から
治療までの気持ちを支える】【乳がん治療と生殖補助医療の治療を支える】【他専門職ととも
に支える】【家族を支える】であった。

11 奥島他21)

（2015/日本）
報告

がんに罹患し妊孕性温存治
療を行った患者への継続的
な支援を明らかにし、妊孕
性温存治療における看護の
あり方について考察する。

①不妊症看護認定看護師の40歳未満
乳がん女性1名への看護実践
②質的/事例研究
③記載なし（個人情報保護のため）

 不妊症認定看護師は、初回の外来受診時より治療終了までの1か月間、患者の思いを傾聴し
尊重するという支援を実施した。患者は、2個の卵子を凍結することにより妊娠の可能性に満
足を得ることができ、妊孕性温存治療終了への受容となった。
乳がん患者の生殖医療における看護のあり方として、①初回受診時の患者の思いの傾聴 ②情
報提供の重要性と意思決定への支援 ③自己注射開始時の支援 ④がん患者が妊孕性温存を選
択したことで、常に揺れ動く気持ち、変化する気持ちを捉え、看護の方向性を考える ⑤個々
で違う妊孕性温存治療の限界、医学的判断の難しさ、不妊治療の公費助成の適用範囲など性と
生殖に関する治療の限界に関する情報提供を不利益なく行うことが重要

12 矢ケ崎他22)

（2017/日本）
原著

治療と妊孕性に対する意思
決定支援について、がん治
療や生殖医療にかかわる専
門看護師や認定看護師がど
のように認識し、実践して
いるのか、看護師の視点か
ら明らかにする

①がん看護に関わる専門看護師およ
び大学院生、認定看護師8名と不妊症
看護認定看護師7名の計15名
②質的/フォーカスグループインタ
ビューと内容分析
③2014年

 看護師の若年乳がん女性のがん治療と妊孕性の意思決定支援に対する看護師の認識につい
て、3つのカテゴリー〈不確かな将来を歩むための準備〉〈ライフプランの不確かさに伴う葛
藤への支援〉〈女性の決断に沿った最善のケア〉、コアカテゴリー＜不確かなライフプランの
支援＞が導かれた。

13 菅原他23)

（2018/日本）
原著

若年乳がん患者の治療選択
における意思決定支援の実
態を把握し、看護支援の課
題を明確にする

①若年性乳がん患者の病状・治療説
明に同席したことのある外来・病棟
看護師3名
②質的/記述的
③2016年

『妊孕性のケアの必要性』があるが、踏み込んだ話ができない、直接患者が妊孕性を話題にし
てくれないと踏み込めない、介入が難しいという『妊孕性に対するケアの認識』があり、『妊
孕性のケア』の実施を難しいと捉えていた。

表２：妊孕性の問題に対する看護師の意思決定支援に関する研究
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　国内では，看護職者を対象とした乳がんの妊娠・出

産支援の啓発パンフレット試作版が作成されていた

（No.10）。教材の評価についての報告はない。

　国外では，Peateら（No.14）により，乳がん治療と

治療による妊孕性への影響や妊孕性温存のための治療

の選択肢に関する情報や患者自身の価値観を明確にす

るエクササイズを含めた妊孕性意思決定支援ツールが

開発され，有用であることが確認されていた。また，

ツールを活用したケア群をDicision Aid群（以下，DA

群），治療時に配布されている初期乳がん患者用の通

常のリーフレットを配布した群を標準ケア群とし，意

思決定の葛藤と後悔という点から支援ツールの効果が

検証され（No.15），DA群は，標準ケア群と比較して，

12か月後の意思決定の葛藤が有意に低下していた（p

＝0.04）。1ヶ月時にDA群と通常ケア群の意思決定へ

の後悔に有意な差は認めなかった（p＝0.16）が， DA

群の12か月後の意思決定への後悔が有意に少なかっ

た（p＝0.031）。また，妊孕性温存治療に関連した知

識がDA群で有意に向上していた（p＝0.02）。

　教材を通じたパートナーの関与について2群間で有

意な差はなかったが，全体で77.6％が意思決定プロセ

スに積極的に関わっていた。

　Garvelinkら（No.16）も，ウェブベースの意思決定支

援ツールの効果について，紙媒体のパンフレット群を対

照群として評価している。両群のツールには，乳がん治

療と治療による妊孕性への影響，妊孕性保持のための

治療の選択肢に関する情報が含まれており，介入群に

のみ，正常な生殖能力に関する背景情報と患者自身の

価値観を明確にする質問シートが含まれていた。

　介入群・対照群ともに，開始時と比較して，6週間

後および6か月後の妊孕性保持に関する知識が有意に

向上していたが，2群間に有意な差を認めなかった。

また，介入群の6週間後，6か月後の意思決定の葛藤

は対照群に比べて高く，Peate（No.15）らとは異なっ

た結果を示した。

Ⅳ．考察
1．研究動向

　2006年にドイツでFerti PROTEKTが，2007年にア

メリカでOncofertility Consortiumというネットワーク

システムが構築され，がん・生殖医療に対する啓発と

がん患者への妊孕性温存治療の実施が進み，わが国に

おいては，2012年に「日本がん・生殖医療研究会（現，

日本がん・生殖医療学会）」が設立された。このように，

がん・生殖医療は，新しい研究分野であり，現状とし

ては，実態や課題を明らかにして，若年女性乳がん患

者の妊孕性に関する意思決定支援方法を模索している

途上である。そのため，若年女性乳がん患者への妊孕

性の問題に対する情報提供および意思決定支援に関す

る研究は希少であった。16文献のうち観察研究が14

件であり，記述的，探索的な研究が多かった。今後，

研究を積み重ねて，若年女性乳がん患者への意思決定

支援方法のエビデンスを蓄積する必要がある。

2．情報提供，意思決定支援の現状と課題

　わが国の若年女性乳がん患者への妊孕性の問題に対

する情報提供についての報告は，それぞれ1施設によ

る結果であり，調査年や若年女性乳がん患者と定義し

た年齢の範囲は様々であった。2007年から2012年に

かけての情報提供率は56％～ 67％で，積極的にがん・

生殖医療に取り組んでいる施設と推察され，2015年

の厚生労働省報告による40歳未満の男女を含むがん

患者への情報提供率38.0％ 9）と比較して高い割合で

あった。わが国では，2012年以降，がん・生殖医療

に対する啓発が進んでいる。がん・生殖医療への関心

の高まりとともに，情報提供の割合は確実に増えてい

ると考える。しかし，今回のレビューから，生殖年齢

にあるすべての乳がん患者に，治療開始前にがん治療

により起こりうる妊孕性低下に関する情報を提供でき

ていないことが示された。わが国の乳がん専門医が患

者と妊孕性の問題について話し合うことの障壁のひと

つが紹介できる生殖医療機関がないことであり ,この

ことが若年乳がん患者への情報提供を妨げている大き

な要因のひとつであると考える。

　2018年に改定された米国臨床腫瘍学会（The 

American Society of Clinical Oncology; ASCO）の妊孕

性温存に関するガイドラインでは，生殖年齢にあるすべ

てのがん患者に，治療開始前にがん治療により起こりう

る妊孕性低下に関する情報を十分に提供すること，そし

て，できるだけ早急（できれば治療開始前）に妊孕性
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温存に関する話し合いの場を設け，考えうる妊孕性温

存方法について検討することを推奨している27）。わが国

の現状として ,適切な時期に生殖外来を受診し，十分な

情報を受けて妊孕性温存治療を決定できた割合は60％

程度であったことから，がんと生殖領域の医療連携体

制を早急に整えることが課題であることが示された。

　これに関しては，がん・生殖医療の均てん化を目

指して，47都道府県にがん・生殖医療ネットワーク

体制構築を実現するための研究が進行している 28）。

2019年9月には22府県 29）となり，現在も，それぞれ

の地域特性が考慮された多様な形態のネットワークが

整備，構築中である。学際的環境で働く乳がん専門医

は，患者を専門医に紹介する比率が高かったことから，

同一医療機関連携と他施設連携の課題は同じではない

と考えられ，各地域の状況に応じた医療ネットワーク

の全国的構築が望まれる。それにより，若年女性乳が

ん患者の十分な情報提供や生殖医療専門医への迅速で

適切なタイミングでの相談や紹介，すなわち，若年女

性乳がん患者が妊孕性に関する納得した意思決定と選

択が可能となると考える。

　今回，若年乳がん患者への妊孕性に関する情報提供

について ,その内容や手順についての合意形成に関す

る研究報告があった。若年女性乳がん患者が ,時間的

制約の中で妊孕性に関して納得した意思決定をするた

めには，がんと生殖医療に携わる医療従事者と当事者

が十分話し合い ,情報提供内容や意思決定支援手順，

支援役割に対して合意を形成していくことも重要とな

る。しかし，今回のレビューで，適切で十分な情報提

供内容とは何か，いつどのように誰が情報を提供する

とよいのか，乳がん医療と生殖医療に携わる医師や看

護師の情報提供時の役割についてなど，がんと生殖医

療をひとつのチームとして , 連携・協働を通した中で

の情報提供や意思決定支援の実態については十分に明

らかにされていなかった。今後は，意思決定支援に向

けた多職種の連携・協働の実態，具体的には情報提供

内容や他専門職の役割や課題などを明らかにし，連携・

協働の在り方を評価していく必要がある。

　乳がん専門医が妊孕性の問題を患者と話し合う上で

の障壁として，病気の再発リスクが高いことがあげら

れた。生殖医療専門医もがん再発リスクが高い，不明

であることを懸念し，妊孕性温存治療に不安を抱え ,

データベースシステムの構築とエビデンス作成のニー

ズをもっていた。

　現在，若年女性乳がん患者の妊孕性温存治療に関す

るエビデンスは少ない。若年性乳がんの特徴として乳

がん家族歴があることや，HER2タイプやトリプルネ

ガティブなど悪性度の高いものが多く30），医師たちは，

がん再発の不安を持ちながら情報提供や妊孕性温存治

療を実施していると推察される。これに関しては，日

本がん・生殖医療研究会の管理のもと，2018年より日

本がん・生殖医療登録システムが稼働している 31）。こ

のシステムにより，わが国における妊孕性温存カウン

セリングや妊孕性温存治療提供体制の実態，がんの治

療成績と子どもの有無や妊娠・出産経過の状況が長期

的に更新される予定であり，若年女性乳がん患者を含

む，生殖可能なすべてのがん患者のために有用なエビ

デンス構築が期待できる。若年女性乳がん患者にとっ

て子どもや家族をもつということは長年の願望であ

り，追及したい人生設計の大切な目標である 7）。一方

で，患者は ,乳がん治療後の妊娠によるがん再発やが

ん進行促進の可能性を懸念している 4-7）。がん・生殖

医療の治療成績がデータとして蓄積され，示されるこ

とは，若年女性乳がん患者が，妊孕性に関する納得し

た意思決定をするうえで欠かせない情報となる。

　意思決定支援のための教材は，若年女性乳がん患者

のがん治療が妊孕性に及ぼす影響や妊孕性温存治療法

に関する知識を高めていた。乳がん治療と妊孕性の問

題に関する知識がない若年女性乳がん患者は，知識が

ある患者に比べて妊孕性に関する意思決定時の葛藤が

大きいことが報告されており 32），限られた時間の中で ,

教材を活用して妊孕性に関する必要な知識を高めるこ

とは，患者のより良い意思決定につながる。また，教

材は，医療従事者が妊孕性に関して患者と話しあうこ

とや理解の確認，促進に活用できる可能性がある。

　若年女性乳がん患者の意思決定を評価した研究は少

なかった。介入群の12か月後の患者自身の意思決定

に対する葛藤と後悔が有意に少なかったという一方

で，別の研究では，対照群の6週間後の葛藤が有意に

低下し，効果が得られていなかった。この要因として，

国や評価時期，比較方法，教材内容の違いの影響が考
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えられる。また，教材以外に医療従事者の関わりの程

度が結果に影響を及ぼした可能性がある。国内では1

件の教材開発研究が認められたのみで，効果は検証さ

れていない。今後，国内外を含め，さらなる意思決定

支援ツールや支援方法の開発により，若年女性乳がん

患者にとって適切で十分な内容と量の情報を提供して

いく必要がある。また，納得のいく意思決定であった

かをいつの時点で測定するとよいかの検討も含めた評

価が必要である。

3． 若年女性乳がん患者に対する看護師の妊孕性意思

決定支援

　がん医療と生殖医療に携わる看護師は，不確かさや

複雑な状況の中にいる若年女性乳がん患者に対してが

ん治療の開始までに納得できる選択決定を支援するこ

との難しさや限界を認識しつつ，患者が不確かな道に

歩み出すことを支え，継続して患者に寄り添い，決定

を支えるという看護を実践していた。また，妊孕性温

存治療の限界を理解しつつ，患者の願いを確実にでき

るよう最善を尽くし，治療の結果がいかなる場合にお

いても，患者の決断を肯定的に捉えることができるよ

うに支援していた。

　若年性乳がんの治療選択として術前化学療法，術後

化学療法の施行割合が高く，将来の妊娠・出産を希望

するほとんどの若年女性乳がん患者に化学療法開始前

の妊孕性温存治療が勧められる 33）。しかし，現状とし

て，がんを告知された衝撃の中では，がん治療や薬物

療法の選択と意思決定で精一杯で，がん治療開始前に

具体的な将来の人生設計について明確な希望を持ち，

すぐに採卵を実行できる患者は多くはない 33）と言わ

れている。若年乳がん患者は , がん治療が妊孕性に及

ぼす影響や妊孕性温存治療に関する情報を収集できる

時間と環境が少なく，妊孕性温存治療について正しく

理解することが難しい。また , 妊孕性温存治療が乳が

んに及ぼす影響，再発のリスクなどに関するエビデン

スも少ない。さらに , 妊孕性温存治療が成功するとは

限らない不確実性と限界があること ,温存治療の身体

的・精神的・経済的負担が重なり，意思決定後も患者

自身の選択に迷いや不安が生じる。最も重要な意思決

定支援とは , このような若年乳がん患者ゆえに生じる

妊孕性の問題という特殊な状況 34）にある患者の葛藤

や選択への迷い ,不安の過程に看護師が傍で寄り添う

ことではないかと考える。

　また ,看護師は，不確かさや複雑な状況に置かれた

若年女性乳がん患者の納得した意思決定を支えるため

に，妊孕性に関する情報の量と質とタイミングを慎重

に判断しながら情報を提示し，乳がんと妊孕性の問題

や温存治療の理解度と意思確認と理解を促すという支

援を行っていることが示唆された。

　限られた時間の中で，妊孕性に関する納得した意思決

定を支援するために，情報を提示する際には，必要かつ

有用な情報内容と量でなければならない。Speller 35）ら

は，4か国の既存の6つの意思決定支援教材の有用性

を医療従事者と若年女性乳がん患者へのインタビュー

から情報ニーズを検討し，その結果，有用な情報で

あったのは，年齢と乳がん治療に関連した妊孕性の低

下，治療後の閉経の可能性，患者の状況に応じた妊孕

性温存治療法とその後の妊娠率，出産後の子どもの健

康状態，妊孕性温存治療の費用と経済的支援について

であった。このように , 若年女性乳がん患者にとって

必要な情報ニーズを明らかにして，情報を提示する必

要がある。また，情報を提示し，理解を促すためには，

がん医療と生殖医療に携わる看護師に乳がんと生殖医

療に関する最新の情報やエビデンスの理解が重要であ

り，そのためには，看護師の知識を高めるような継続

的な啓発教育が必要となる。

　看護師は，若年女性乳がん患者の不確かさや複雑な

状況を克服するため，納得した意思決定のために組織

を超えた多職種の連携，協働により最善のケアを提供

することの重要性を認識していた。

　ASCO2018 27）では，看護師をヘルスケアプロバイ

ダーと位置づけ，その役割として，がん治療により起

こりうる妊孕性低下に関する情報を十分に提供する，

妊孕性温存療法に関心を示す患者に対して生殖医療専

門医に相談する機会を提供する，不妊症のリスクに苦

悩する患者に心理社会的な支援を行うこととしてい

る。従って，がん医療と生殖医療に携わる看護師は，

各地域特性に応じた医療ネットワークの中で，生殖可

能年齢にあるすべての若年女性乳がん患者への適切で

十分な情報提供，生殖医療専門医への迅速で適切なタ
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イミングでの相談，紹介を可能とすることを目指し，

その意思決定過程をがん・生殖医療チームの一員とし

て連携・協働して支援していく必要がある。そして，

若年女性乳がん患者が，衝撃と混乱の中でがん治療や

妊孕性の問題に対する不確かな意思決定を納得して実

現できるよう，乳がんと妊孕性温存治療に関する情報

を提示し，その理解度と意思を確認し，理解を促して

いく役割がある。また，妊孕性に対する何らかの決断

をした後や妊孕性温存治療中も，迷いや不安で揺れ動

く気持ちにチームで寄り添う支援を実施していかなけ

ればならない。

　看護師は家族を含めた意思決定支援を実施していた

が，パートナーや家族にとっても難しい選択となる。

日本人女性の意思決定のあり方は，文化や価値観の違

いからパートナーや家族から大きな影響を受けること

も推察される。これらを含めて，わが国の若年女性

乳がん患者の意思決定過程を明らかにするとともに，

パートナーや家族も含めて納得した意思決定ができる

ような支援が求められる。

4． 若年女性乳がん患者に対する妊孕性意思決定支援

のための看護研究課題

　看護研究は4件で，すべて質的記述的な研究であり，

若年女性乳がん患者の妊孕性に関する意思決定支援方

法を模索している途上であった。今後，看護支援にお

いても，情報提供や意思決定支援の実態，課題，およ

び情報提供や意思決定支援に影響する要因について乳

がん医療と生殖医療のチーム連携・協働という点から

量的・質的に明らかにし，より良い支援方法を検討す

る必要がある。また，意思決定支援教材の開発により，

若年女性乳がん患者にとって適切で十分な内容と量の

情報を提供し，納得のいく意思決定支援であったかと

いう視点からの評価が必要である。さらに，パートナー

や家族を含めた納得のいく意思決定支援を検討する必

要がある。

Ⅴ．結論
　若年女性乳がん患者の妊孕性温存への情報提供およ

び意思決定支援について国内外の16文献を分析した

結果，以下のことが明らかになった。

1．生殖可能年齢にあるすべての若年女性乳がん患者

に妊孕性に関する情報提供が行われてはおらず，乳が

ん医療と生殖医療の連携が課題として示された。

2．乳がん医療と生殖医療に携わる看護師は，がん治

療の開始までに納得できる意思決定を支援することの

難しさや限界を認識しつつ，不確かさや複雑な状況の

中にいる若年女性乳がん患者の意思決定過程を支える

という看護を実践していた。また，妊孕性温存治療の

限界を理解しつつ，一方で ,患者の願いを確実にでき

るよう最善を尽くし，治療の結果に関わらず，患者が

決定を肯定的に捉えることができるよう支援していた。

3．若年女性乳がん患者が，がん治療や妊孕性の問題

に対する不確かな意思決定を納得して実現できるよ

う，がん医療と生殖医療に携わる看護師は，意思決

定支援ツールなどを開発・活用し , 乳がんと妊孕性温

存治療に関する情報を提示し , その理解度と意思の確

認，理解を促す役割がある。また，迷いや不安で揺れ

動く若年女性乳がん患者とパートナーや家族の気持ち

にがん・生殖医療チームとして，診療科を超えた連携・

協働で寄り添う必要がある。

　本研究は，大阪医科薬科大学看護学研究科　博士後

期課程学位論文の一部として提出予定である。本研究

内容に関連する利益相反はない。
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